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Ⅰ熊本大学沿岸域環境科学教育研究センターの現況及び特徴  

１現況  

（１） 学部等名：熊本大学沿岸域環境科学教育研究センター  

（２） 学生数及び教員数（平成 26 年 5 月 1 日現在）  

：専任教員数（現員数）：4 人、助手数（0 人）  

 

２特徴  

 沿岸域環境科学教育研究センターは、平成 13 年 4 月 1 日に理学部附属臨海実験所を改

組して発足した学内共同教育研究施設であり、研究組織の構成は、生物資源循環系解析学

分野に教授 1 名、准教授 1 名、技術職員１名、生物資源保全・開発学分野に教授 1 名、水・

地圏環境科学分野に教授 1 名、准教授 1 名、沿岸域社会計画学分野  (客員部門 )に教授 1 名、

准教授 1 名である。なお、平成 26 年３月に水・地圏環境科学分野に教授 1 名が定年退官

の後は、専任教員は４名となっている。  

有明海・八代海沿岸域環境の保全創造とより良い地域社会の形成に対応するために、以

下の４つの教育研究分野から構成されている（センター規則  第４条）。各分野の概要は以

下のとおりである。  

(1) 生物資源循環系解析学：干潟浅海域における生物多様性の保全および生物資源の永続

的利用に関する研究  ⋯⋯ 有明海・八代海の浅海域および沿岸域には様々な生物種が生息生

育しており、それらの多くは重要な生物資源であるとともに調和した生態系を形作ってい

る。その生態系の変動を生物多様性と生物資源の永続的利用の観点からモニタリングする

ことにより、環境変化による生態系への影響について教育研究を行っている。さらに、こ

の地域に生存している数多くの貴重で特異な生物種について、系統発生進化学および生物

地理学的側面から教育研究を行っている。  

(2) 生物資源保全・開発学：海産動植物のゲノム分析と情報解析  ⋯⋯ 海産動植物は、水温、

光強度、浸透圧、酸素濃度や汚染物質等の環境変化に適応する能力を持っている。しかし、

これらの環境要因が一定の範囲を越えると、発生、成長、成熟などの生理現象が強く影響

される。水産業上有用な動植物のゲノム情報を解析し、分子生物学的手法を用いてそれら

の環境応答機構を明らかにすることにより、優良種の選別や作出および環境指標生物の開

発のための教育研究を行っている。  

(3) 水・地圏環境科学：自然環境のメカニズム解明と沿岸地域の防災・保全・利用との調

和を図る  ⋯⋯ 沿岸域の自然環境について、波浪、潮流、水質などの水圏に関わる分野、海

底地形の形成や干潟機能などの地圏に関わる分野、大気の流れなどの気圏に関わる分野、

さらに生態環境に関わる分野などから総合的に調べ、そのメカニズムの解明を行っている。

これらを基に、沿岸地域の台風や波浪に対する防災と自然環境の保全、沿岸域の開発・利

用との調和した環境創造の方法などについて教育研究を行っている。  

(4) 沿岸域社会計画学（客員部門）：沿岸地域の自然環境と人間社会環境との個性分析と持

続可能な地域社会の形成  ⋯⋯ 地域には、水・地形・地質・気候などの自然環境と、歴史的・

文化的な側面を含む人間社会・経済の環境によってそれぞれ固有の環境特性が形成されて

いる。自然環境と調和し、将来にわたって好ましい潤いのある個性豊かな地域社会つくり

を行うために、自然・文化・歴史・経済にわたる広範な視点から地域環境について総合的

に調査・分析を行い、地域の活性化につながる自然・社会環境共生事業などのあり方に関

する教育研究を行っている。  

上記の４つの教育研究分野に加えて、当センターは海洋施設として合津マリンステーシ

ョン（上天草市松島町合津）を有している（センター規則  第１５条）。本ステーションが

立地している場所は、有明海と八代海の連結部である。ここは干満の差が大きく、最大潮

位差は５メートルを超え、全国の臨海実験所の中で最大である。本ステーションには生物
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資源循環系解析学分野に所属する３名の職員が常駐しており、研究を行うとともに学内外

の学生の臨海実習、小・中・高校生や一般社会人への環境教育なども実施している。  

本センターは、研究などの推進を図るために学外協力研究者制度を設けている（センタ

ー規則 第８条）。現在、北海道大、島根大、広島大、長崎大、佐賀大、鹿児島大、高知大

学、千葉工業大学、東洋大学 , 岩手医科大学、（独）港湾空港技術研究所、（独）産業技術

総合研究所、（独）水産総合研究センター、（独）国土技術政策総合研究所、民間企業など

から 32 名の研究者に協力いただいている。  

研究面では、上述の学外協力研究者の支援の下に、２つの研究プロジェクト「沿岸域に

おける生物多様性と生物資源の保全に関する研究」と「閉鎖性沿岸海域環境に関する先端

科学技術研究」を進めている。各研究グループはこれらのプロジェクトの下に、海産生物

多様性や水産生物資源の調査研究、干潟沿岸域環境の保全・開発・防災などの研究を、他

大学、国土交通省、環境省、熊本県、熊本県内漁協、地元企業などと連携して実施してい

る。また、他大学と共同して、有明海の環境変遷の分析も行っている。さらに、養殖ノリ

品種の色調発現機構の解明や有用新品種の分子育種を熊本県水産研究センター及び県内企

業と共に進めている。平成 21 年度にはビッグプロジェクトの科学技術振興調整費の重要

課題解決型研究「有明海生物生息環境の俯瞰方再生と実証試験」（平成 17 年度から５ヶ年）

が最終年度となったが、その成果をもとに、文部科学省特別経費 (プロジェクト分 )-大学の

特性を生かした多様な学術研究機能の充実 -「生物多様性のある八代海沿岸海域環境の俯瞰

型再生研究プロジェクト（平成 23 年度から 5 ヶ年）が採択され研究を推進している。  

これらの研究成果の社会への還元の一端として沿岸域センター講演会「有明・八代海の

再生・維持への研究」を例年開催し、各人の研究状況を報告している。また、市民公開講

座「有明海・八代海を科学する」も例年開催し、熱心な多数の参加者を得ている。これら

の活動に加えて、各スタッフは、国・県・自治体などの審議会や委員会の委員等を務めて

地域行政に大いに寄与している。なかでも、有明海・八代海の環境再生に関しては、環境

省の「有明海・八代海総合調査評価委員会」や国土交通省の「有明・八代海海域環境検討

委員会」などにおいて環境再生策の立案および再生事業の実施に貢献している。また、海

洋生物の多様性保全については、環境省の「海洋生物の希少性評価委員」・「特定外来生物

等分類群専門家グループ会合検討委員」、福岡県・熊本県の希少野生動植物に関する委員な

どを歴任している。さらに、各種の団体や企業に対しての技術指導などを行うとともに、

国、県、企業やNPOなどと連携して、有明・八代海の再生と防災・減災に向けて多方面か

ら社会に貢献している。  

教育面では、各スタッフは大学院自然科学研究科教員（兼任）として大学院生の教育や

研究指導に携わりながら、理学部や工学部、一般教育での授業や学生指導を果たすととも

に、沿岸域センターとして一般教養課程での「学際科目」を担当している。海洋施設の合

津マリンステーションでは、熊本大学及び他大学、熊本県内の小・中学生、高校生、一般

社会人への臨海実習を数多く実施している。なかでも、国立大学理学部系の臨海臨湖実験

所長会議が文部科学省の強力な支援の下に実施している「国立大学間単位互換制度に則っ

た公開臨海臨湖実習」は当初から約 25 年間実施しており、日本全国の国立大学生のみな

らず、公私立大学生の教育にも当たっている。  

なお、これまでの活動が認められ、平成 25 年 8 月に合津マリンステーションが文部科

学省の「教育関係共同利用拠点（有明海・八代海の干潟・浅海域の生物との実体験を通し

て学ぶ教育拠点）」に認定されたことは、特筆に値する。  
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３組織の目的  

当センターの目的と業務は、「沿岸域環境科学教育研究センター規則」に明示されている。

設置目的は、有明・八代海沿岸域を拠点に、環境に関する諸課題を教育研究し、その成果

を持って、地域社会の発展に寄与することである（第２条）。  

陸域と海域が接する沿岸域には複雑な生態系が形成されており、そこは生物多様性の高

い場所であるとともに、多彩な水産業が営まれている場所でもある。また、沿岸域は人間

活動の影響が集約する場であり、陸域と海域の間の物質交換が活発に行われる境界域でも

ある。これらのことから、沿岸域における生態系、環境汚染物質の分布、水などの営力に

よる土砂等の輸送や移動などの解明は、良好な環境を保全する上でも将来の地球環境を予

測する上でも重要な鍵となっている。  

閉鎖性内湾である有明海・八代海は干満の差が大きく、最大潮位差は５メートル以上に

も達する。また、その沿岸域には、日本全体の干潟面積の約 6 割にものぼる広大な干潟が

形成されていて、この海域特産の動物も数多く生息している。このように、有明・八代海

は世界的にも特異な海域である。この干潟浅海域は、古くからノリや真珠の養殖、アサリ

やハマグリ等の採貝漁場として大きな経済的価値を持ってきた。また、近年ではクルマエ

ビやハマチ、ヒラメ、トラフグなどの養殖も盛んに行われている。ところが最近になって、

生物多様性の減少、ノリの色落ちによる被害、赤潮による養殖漁業の被害、養殖魚介類の

大量斃死事故、水産物漁獲高の急激な低下、いろいろな原因による環境悪化、台風による

高潮災害など、早急に解決しなければならない多くの問題が発生している。  

当センターでは、 (1)沿岸域環境の基礎科学、応用科学等の教育研究に関する業務、 (2)

教育研究成果に基づく地域社会への貢献に関する業務を行っている（第３条）。すなわち、

当センターは日本最大級の干潟を有する有明海・八代海を中心とする沿岸域環境に関する

基礎科学、応用科学などの教育研究を行い、地域社会へ貢献することを目的としており、

干潟沿岸域の生物多様性や生態系の解明、持続可能な水産資源の保全・開発、自然調和型

の沿岸域の保全・開発・防災などの教育研究を行い、得られた成果を地元に還元し、より

良い地域環境を保全創造するための教育研究を行っている。
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Ⅲ 研究の領域に関する自己評価書  
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１．研究の目的と特徴  

 沿岸域環境科学教育研究センターは、日本でも有数の内湾で干満の差が大きく、国内最

大面積の干潟・浅海域を有する有明海・八代海を中心とする干潟沿岸域の自然環境や社会

環境について基礎科学から応用科学までの幅広い研究を行っている。すなわち、 4 つの研

究分野において、干潟沿岸域における生物多様性や生態系の解明、持続可能な水産資源の

保全・開発、海洋・海底環境の変遷の解析、自然調和型の沿岸域の保全・開発・防災など

を、研究している。  

 生物資源循環系解析学分野は、干潟浅海域に生存している数多くの貴重で特異な生物種

を含め多様な生物種が調和した生態系の保全を目的に、天草の海洋施設  (合津マリンステ

ーション )を拠点として、生物多様性をモニタリングすることにより、環境変化による生態

系への影響を研究している。  

 生物資源保全・開発学分野は、海産優良種の選別や作出および環境指標生物の開発を目

的に、水産業上有用な動植物のゲノム情報を解析し、分子生物学的手法を用いて、環境応

答機構を研究している。  

 水・地圏環境科学分野は、沿岸域の自然環境のメカニズム解明と防災・保全・利用との

調和を目的に、自然環境について、水圏、地圏、気圏、さらに生態環境などを総合的に研

究している。これらを基に、台風や波浪に対する防災と自然環境の保全、沿岸域の開発・

利用との調和した環境創造の方法や環境回復の方法などについて研究している。  

 沿岸域社会計画学分野は、沿岸地域の自然環境と調和し、将来に亘って好ましい潤いの

ある個性豊かな地域社会の形成を目的に、自然・文化・歴史・経済にわたる広範な視点か

ら地域環境について総合的に調査・分析し、地域の活性化に繋がる自然・社会環境共生事

業等のあり方を研究している。  

 これらの分野は、従来の学問的な枠組みにとらわれることなく、学際的課題にも取り組

んでいる。さらに、国や地元の自治体・研究機関とも連携し、有明海・八代海における沿

岸域環境科学の中心として機能している。  

 

［想定する関係者とその期待］  

(1) 国や県などの地方自治体  

 有明海・八代海を始めとする閉鎖海域の環境悪化は、国家的な問題であり、2002 年に

は、｢有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律｣が公布・施行された。

両海域の問題の中でも、漁獲量の低迷、生物多様性の低下、赤潮の発生などは大きな問

題である。国や県などの地方自治体は、熊本大学および当センターに、両海域の保全に

関する研究と施策に関しての提言を期待している。  

 

(2) 漁業者  

 有明海・八代海の年漁獲量は、1980 年前後の 14 万トン（養殖を除く）をピークに激

減し、現在の年漁獲量は 3 万トン程度に過ぎない。また、養殖についても、赤潮による

養殖魚の大量死や海苔の色落ちなど解決すべき問題は多い。漁業者は、熊本大学および

当センターに、水産資源の増加及び持続的利用に関する実質な研究と施策提言を期待し

ている。  

 

(3) 企業  

 有明海・八代海を始めとする閉鎖海域の環境悪化と水産資源の激減の対策とて、多く

の企業が多分野で技術開発を進めている。例えば、貧栄養でも色落ちしない海苔の開発、

二枚貝の種苗生産技術開発、海底の底質改善のための新素材開発などである。企業は、

熊本大学および当センターに、共同研究の実施や新製品・新技術の野外・実験室内にお

ける検証、助言などを期待している。  

 

(4) 市民・環境保護団体  

 有明海・八代海を始めとする閉鎖海域の環境悪化と水産資源の激減は、市民や環境保
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護団体にとっても大きな関心事である。そのため、市民は、熊本大学および当センター

に、両海域を始めとする閉鎖海域の現状の把握と保全のための研究、及びそれらの市民

にもわかりやすい解説（一般向けの書籍や講演など）を期待している。 
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２．優れた点及び改善を要する点  

【優れた点】  

・ 研究活動の状況については、社会が希求する干潟沿岸域環境の先導的研究を推進し、研

究成果の社会への還元を、5 名の専任教員で行った。具体的には、学外協力研究者制度

をつくり、２つのプロジェクトを進行した。また、文部科学省特別経費「生物多様性の

ある八代海沿岸海域環境の俯瞰型再生研究プロジェクト」（平成 23 年度から５ヶ年）、

科学研究費の他、国・県・企業からの多数の委託研究などの外部資金を獲得し、また国

内外の研究者・研究組織との共同研究も行った。また、学内では、熊本大学拠点形成研

究（平成 20 年度発足：閉鎖性沿岸海域における環境と防災，豊かな社会環境創生のた

めの先端科学研究・教育の拠点形成研究）を実施した。  

・ 研究の成果については、干潟沿岸域をはじめとする海域環境特性およびその形成と変遷

メカニズムの解明について、多数の著書の発行、論文の公表、講演発表を行った。多く

の外部資金を獲得し、生物多様性の現状・保全に関する研究、水産資源の保全と持続的

活用に関する研究、海域環境の再生および環境変遷に関する研究などをまとめた。さら

に、平成 20 年度より、センターの教員を中心に、熊本大学拠点形成研究Ｂ「閉鎖性沿

岸海域における環境と防災，豊かな社会環境創生のための先端科学研究・教育の拠点形

成研究」を組織・実施し、高い事後評価を得た。  

 

【改善を要する点】  

・ 研究活動の状況については、センター設立以来、研究教育および支援組織の人員数が圧

倒的に不足している状態が続いている。専任教員が 5 名と人的制限があることに加えて、

センターの施設・活動が黒髪地区と合津マリンステーションとに分かれているため、研

究教育以外の仕事に関して個人の負担が著しく重い。また、黒髪地区（共用棟黒髪３）

にセンターの共有スペースはあるものの手狭なため、各教員は理学部、工学部の研究室

に分かれて研究を行っているのも問題である。これに加えて、全学、理学部、工学部、

大学院などの講義や委員会も担当しなければならない。  

・ 研究の成果については、社会の希求する有明海・八代海の自然環境・社会環境の解明・

保全・創生などを研究の中心にしているため、地域貢献・社会貢献の度合いが強く、そ

の半面、国際的な取り組みが不十分である。今後、英文誌への投稿を増やす、海外の研

究者・研究機関との共同研究を増やす、有明海・八代海で得られた成果を海外の閉鎖海

域の保全に活用するなどの取り組みが必要であろう。  

 

３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ研究活動の状況  

観点 研究活動の状況  

（観点に係る状況）  

 

 中期目標で掲げた研究における目標は、社会が希求する干潟沿岸域環境の先導的研究を推

進し、研究成果の社会への還元である。この方針に従い、 5 名の専任教員は以下の活動を

行った。  

 学外協力研究者制度をつくり、２つのプロジェクト（「沿岸域における生物多様性と生物

資源の保全に関する研究」及び「閉鎖性沿岸海域環境に関する先端科学技術研究」）を進行

した。また、平成 20 年度より、センターの教員を中心に、熊本大学拠点形成研究Ｂ「閉

鎖性沿岸海域における環境と防災，豊かな社会環境創生のための先端科学研究・教育の拠

点形成研究（リーダー：滝川清、サブリーダー：逸見泰久）」を組織・実施し、高い事後

評価を得た。また、平成 26 年度からは、センター専任教員全員を中心に新たなメンバー

を加えて拠点形成研究 B「閉鎖性海域における豊かな自然環境・社会環境創生のための先

端科学研究・教育の拠点形成」（リーダー：逸見泰久）が進行している。さらに、平成 23
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年度からは、５ヵ年にわたる文部科学省特別経費「生物多様性のある八代海沿岸海域環境

の俯瞰型再生研究プロジェクト」（滝川清代表）を実施中で、多くの知見を得、研究論文・

シンポジウム・学会等でも積極的に成果を発表した。  

 研究業績や学会での研究発表の状況は、以下のとおりである（資料 B1-1-1〜B1-1-20）。 

 自己評価対象期間（平成 22〜25 年度）の平均は、査読付論文が 18.5（英文 9.0、和文

9.5）、著書が 4.0、学会・シンポジウムなどにおける講演が 64.8 であった。センターの教

員が少ないため、比較にはあまり意味がないが、自己評価対象期間前年の平成 21 年度（2009

年度）では、査読付論文が 27（英文 5、和文 22）、著書が 0、学会・シンポジウムなどにお

ける講演が 45 であったので、和文論文は減少しているが、その他（英文論文、著書、学会・

シンポジウムにおける講演）は増加している。  

 また、平成 21 年度（2009 年度）には、特許の出願・取得はなかったが、組織評価対象

年度（平成 22〜25 年度）には 3 件の特許を出願・取得している。  

 

B2-1-1-1：論文・著書等の研究業績や学会での研究発表の状況  

 （出典：沿岸域環境科学教育研究センター年報 2010〜 2013・拠点形成研究報告書 2010〜 2013）  

 

B2-1-1-2：研究成果による知的財産権の出願・取得状況  

 （出典：沿岸域環境科学教育研究センター年報 2010〜 2013・拠点形成研究報告書 2010〜 2013）  

 

 科学研究費や補助金・助成金の受け入れ状況は、以下のようである  (資料 B1-1-1〜

B1-1-20)。  

 

B2-1-1-3：競争的資金による研究の実施状況（外部資金のみ）  

 （出典：沿岸域環境科学教育研究センター年報 2010〜 2013・拠点形成研究報告書 2010〜 2013）  

 

 

 センター専任教員を中心とした拠点形成研究（B）「閉鎖性沿岸海域における環境と防災、

豊かな社会環創生のための先端科学研究・教育の拠点形成研究」が平成 20 年度〜25 年度

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

(2010) (2011) (2012) (2013)

1 2 0 0 3

計

特許の出願・取得

合計（千円）

代表 分担 代表 分担 代表 分担 代表 分担

科学研究費 基盤研究Ａ 0 0 0 0 0 1 0 1 1,000

基盤研究Ｂ 0 0 0 0 0 1 0 1 1,490

基盤研究Ｃ 3 0 3 0 2 0 0 0 10,840

若手研究Ｂ 1 0 1 0 1 0 0 0 2,860

0 0 1 0 1 0 1 0 169,394

1 0 3 0 3 0 2 0 66,496

5 0 6 0 4 0 5 0 19,770

10 0 14 0 11 2 8 2 271,850合計

(2011)

平成24年

(2012)

寄付金

平成25年

(2013)

文部科学省特別経費

各種補助金・助成金

平成22年

(2010)

平成23年
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実施し、平成 20〜22 年度に毎年 3,500 千円、23〜25 年度に毎年 4,000 千円を受け入れた。

また、平成 26 年度からは，センター専任教員全員を中心に新たなメンバーを加えて拠点

形成研究 B「閉鎖性海域における豊かな自然環境・社会環境創生のための先端科学研究・

教育の拠点形成」が進行し、平成 26 年度には 2,000 千円を受け入れた。（中期計画番号

K44）  

 

（水準）期待される水準を上回る  

 

（判断理由）干潟沿岸域環境に関する学術成果にとどまることなく、受託研究や共同研究

を積極的に行い、社会が希求する先導的・学際的研究を推進した。これらの成果は、学術

雑誌、著書、報告書、講演会を通じて社会に発信し、国の諮問委員会等で活用されるなど

社会貢献としても高い評価を得ている。  

 先端研究を進めるために必要な外的資金を獲得するために、可能な限り申請をおこなっ

た。その結果、目標をはるかに上回る採択数および金額を獲得した。  

 

      

観点 大学の共同利用・共同研究拠点に認定された付置研究所及び研究施設においては、

共同利用・共同研究の実施状況  

（観点に係る状況）  

 

該当なし  

 

（水準）  

（判断理由）  

 
 

分析項目Ⅱ研究成果の状況  

観点 研究の成果（大学の共同利用・共同研究拠点に認定された付置研究所及び研究施設

においては、共同利用・共同研究の成果の状況を含めること。  

（観点に係る状況）  

 

 中期目標で掲げた研究における目標は、社会が希求する干潟沿岸域環境の先導的研究を

推進し、研究成果の社会への還元である。この方針に従い、 5 名の専任教員は以下の成果

を上げた。  

 干潟浅海域における生物多様性の解明と保全について、著書の発行、論文の公表、学会

発表等を多数行い、特にハマグリ類の資源管理と養殖技術の開発に関する研究については、

科学研究費や産学連携受託研究費（水産庁）によって研究を大きく進展させ、その成果は

論文、著書、学会・シンポジウムなどにおける講演として発表された。  

 養殖ノリの分子育種に関する研究について、英語論文の公表と講演発表を行った。  

 海域環境変化の要因分析と干潟環境の回復と維持方策の検討については、特に、文部科

学省特別経費「生物多様性のある八代海沿岸海域環境の俯瞰型再生研究プロジェクト」（平

成 23 年度から５ヶ年）を受給して、海域環境の再生および環境変遷に関する研究をまと

め、多数の論文の公表、講演発表を行い、積極的に研究を展開すると共に国の諮問委員会

等の重要な研究成果として高い評価を受けている。また、八代港では国土交通省と共同で

人工干潟の創成研究を進めている。さらに、熊本新港では人工干潟の創成やなぎさ線の回

復を国土交通省、熊本県およびＮＰＯと共同で調査研究し成果を挙げたのに加え、熊本市

塩屋海岸では熊本県と共同で塩性湿地の創生研究を進めた。また、干潟域の希少種の現状
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を著書や論文としてまとめた他、現在、環境省と共同で｢海洋生物の希少性評価事業｣や｢特

定外来種検討事業｣を進めている。  

 自然環境と調和した保全策と減災方策について、他研究機関、行政、ＮＰＯ、企業など

とともに検討し、十分な成果をあげることができた。東日本大震災における熊本大学の震

災復興・日本再生事業として，沿岸域センターに導入された世界最先端の性能を有する音

響解析装置とモニタリングロボットを駆使して被災地海域の地形・底質を調査し，自治体

に情報を提供し，災害復旧，産業復興等に大きく貢献した。  

 

（水準）  

 

期待される水準を上回る  

 

（判断理由）  

  

干潟浅海域における生物多様性の解明と保全について、著書の発行、論文の公表、学会発

表等を多数行い、その成果を論文、著書、学会・シンポジウムなどにおける講演として発

表しているため。  
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４．質の向上度の分析及び判定  

（１）分析項目Ⅰ  研究活動の状況  

（観点に関わる状況）  

平成 13 年の発足時からセンターの専任教員数は 5 名に過ぎないが、干潟浅海域における

生物多様性の解明と保全について、著書の発行、論文の公表、学会発表等を多数行い、特

にハマグリ類の資源管理と養殖技術の開発に関する研究については、科学研究費や産学連

携受託研究費（水産庁）によって研究を大きく進展させ、その成果は論文、著書、学会・

シンポジウムなどにおける講演として発表された。また、文部科学省特別経費「生物多様

性のある八代海沿岸海域環境の俯瞰型再生研究プロジェクト」（平成 23 年度から５ヶ年）

を受給して、海域環境の再生および環境変遷に関する研究をまとめ、多数の論文の公表、

講演発表を行い、積極的に研究を展開すると共に国の諮問委員会等の重要な研究成果とし

て高い評価を受けた。  

 

 (判断 ) 改善，向上している  

(判断理由 ) 専任教員５名に過ぎないが、国内外の研究者・研究組織、あるいは国や地方

自治体と共同し、以前にも増して、より活発に活動しているため。  

 

 

（２） 分析項目Ⅱ 研究成果の状況  

（観点に関わる状況）  

 平成 19 年度の自己評価調査時（平成 19 年度組織評価資料）、および自己評価対象期間

前年の平成 21 年度の活動と比較しても、英語論文数、学会発表数、共同研究件数、外部

資金受入れ金額および受入件数いずれにおいても増加しており、また学外協力研究者数も

着実に増加し、研究活動が活発に行われていることを表している。   

 

(判断 ) 改善，向上している  

(判断理由 ) 質・量ともに研究成果が増えているため。  
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Ⅳ 社会貢献の領域に関する自己評価書  
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１． 社会貢献の目的と特徴  

 沿岸域環境科学教育研究センターは、日本最大級の干潟を有する有明・八代海をはじめ

とする沿岸域の自然環境や社会環境について、基礎科学から応用科学までの幅広い教育研

究を行っている。  

センターの社会貢献の目的は、上記の研究を通して得た知見を元に沿岸域の環境や生物

資源の保全・管理、防災について、国や県などの委員等の立場から政策の提言・指導を行

うこと、また各種団体･組織や企業などへ対して技術指導等を行うこと、さらに観察会等の

催し、小･中･高校生や市民に対する講演会、マスコミなどを通じて地域社会の環境教育と

啓発活動に貢献し、沿岸域環境保全と防災に対する理解を一般に広めることである。  

具体的には、沿岸域センター講演会などを例年開催し、各人の研究状況を報告している。

さらに、市民公開講座も例年開催し、熱心な多数の参加者を得ている。これらの活動に加

えて、各スタッフは、国などの委員会の委員等を務めて地域行政に大いに寄与している。

特に有明・八代海の環境再生に関しては、環境省に設置されている国の諮問委員会（有明

海・八代海総合調査評価委員会）や、熊本県に設置した委員会（熊本県有明海・八代海干

潟等沿岸海域再生検討委員会）において再生策等の指導・提言を行なうなど、環境再生事

業に関わる立案・実施に貢献している。さらに、沿岸防災問題に関しては想定最大高潮を

基準とした新たな“減災”対策の理念を提案し、我国初の海岸災害の減災対策の理念を提

言し、国および熊本県の高潮減災対策の基本方針として策定した。これを受けて「熊本県

海岸保全基本計画検討会」では防護・環境・利用の調和を目指した基本計画を策定した。  

また、各種の団体や企業に対しての技術指導などを行うとともに、国、県、企業や NPO

などと連携して、有明・八代海の再生と防災・減災に向けて多方面から社会に貢献してい

る。  

  東日本大震災における熊本大学の震災復興・日本再生事業として，沿岸域センターに

導入された世界最先端の性能を有する音響解析装置とモニタリングロボットを駆使して被

災地海域（気仙沼湾）の地形・底質を調査し，宮城県知事の要請に基づいて震災復興事業

に資する情報を提供し，災害復旧，産業復興等に大きく貢献した。また，文部科学省によ

る東日本大震災復興支援イベント企画にも参加し，下村文部科学大臣への支援内容の説明

や参加他機関との支援事業の経験交流など国が求める地域支援にも貢献している。  

 

 

［想定する関係者とその期待］  

 

一般市民：大学の先端研究の成果の市民への還元や環境教育  

漁業関係者：大学の先端研究の成果の市民への還元や環境保全や再生等を配慮した指導。  

国や県・市などの自治体：県や市における環境行政に関する各種委員として指導・提言す

る  

熊本県内の関連企業：委託研究や共同研究あるいはアドバイスなどを  

東日本大震災被災地の市民，漁業関係者，自治体に対する，復興支援。  
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２． 優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

・社会貢献活動に関する基本的な方針や目的は、明確に定められており、それらを元にセ

ンター構成員は、国、県、市町村などが編成した生物多様性・環境保全などに関する多数

の審議会・委員会において委員を務め（年間平均 39）、積極的に専門知識の社会への還元

を行っている。また、社会貢献の目的は、毎年発行する「センター年報」、「むつごろう通

信」、「パンフレット」などの冊子やホームページ、講演会等を通して、社会に対しても広

く公表されている。  

・地域貢献活動に関しても，センターの方針や目的は明確に設置され，上記の媒体を通し

てセンター内外に周知されている。センター構成員は，干潟フェスタをはじめとする野外

観察会などを通じて，地域貢献活動を適切に実施し，これらの施策に，例年千名を超える

参加者を集めてきた。センターの規模を鑑みた場合，極めて大きな効果を上げていると言

えよう。  

【改善を要する点】  

・ 社会貢献活動，地域貢献活動共に，施策の改善点などに関して，教員間で会議が行われ

ているが，センターの専任教員が５名のみであったため，規模拡大などに関する改善は

難しいのが現状である。また，黒髪地区での沿岸域独自のスペースは少なく，活動をよ

り効果的に行うにあたって，施設設備は極めて脆弱な環境にある。  

 

３． 観点ごとの分析及び判定  

 

分析項目Ⅰ 大学の目的に照らして、社会貢献活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

観点 社会貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方

針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知されているか。  

（観点に係る状況）  

熊本大学沿岸域環境科学教育研究センター規則第２条に当センターの設置目的が示されて

いる。さらに，当規則第 3 条において，当センターが関わる 3 つの業務の 2 番目として，

社会貢献が揚げられている。  

 

 

 

 

C1-1-1-1 沿岸域センターの設置目的と業務  

 
（出典：センター年報より抜粋）  
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（出典：センター年報より抜粋）  

 

 この規則に基づき，当センターは以下のような社会貢献に関する中期目標とそれに対す

る具体的な措置を掲げている  

 

C1-1-1-3：沿岸域センター中間目標（社会貢献に関わる部分）  

1)社会との
連携、国際
交流等に
関する目

標  

(1)社会との連携、国際
交流等に関する目標
を達成するための措

置  

      

１国内外の
他機関と
連携・協力
を行う。  

○他機関との連携・協
力を図る。  

      

  ・国・県・地元の関係
機関、大学や企業、
ＮＰＯ等と連携し、
課題の解明・解決を

図る。  

・国・県・地元の関係
機関、大学や企業、
ＮＰＯ等と連携し、
課題の解明・解決を

図る。  

・国・県・地元の関係
機関、大学や企業、
ＮＰＯ等と連携し、
課題の解明・解決を

図る。  

・国・県・地元の関係
機関、大学や企業、
ＮＰＯ等と連携し、
課題の解明・解決を

図る。  

  ・地域連携、産学官連
携研究の活性化を推

進する。  

・地域連携、産学官連
携研究の活性化を推

進する。  

・地域連携、産学官連
携研究の活性化を推

進する。  

・地域連携、産学官連
携研究の活性化を推

進する。  

２研究成果
の地域へ
の具体的
還元を行

う。  

○研究成果への地域へ
の具体的還元を行

う。  

      

  ・干潟沿岸域における
生物資源の確保の技
術や方策を提言す

る。  

・干潟沿岸域における
生物資源の確保の技
術や方策を提言す

る。  

・干潟沿岸域における
生物資源の確保の技
術や方策を提言す

る。  

・干潟沿岸域における
生物資源の確保の技
術や方策を提言す

る。  

  ・干潟再生技術の検討
と沿岸域防災の研究

と提言を行う。  

・干潟再生技術の検討
と沿岸域防災の研究

と提言を行う。  

・干潟再生技術の検討
と沿岸域防災の研究

と提言を行う。  

・干潟再生技術の検討
と沿岸域防災の研究

と提言を行う。  

  ・行政や企業等の審議
会・委員会等への参
加や技術指導を通じ
て社会貢献を行う。  

・行政や企業等の審議
会・委員会等への参
加や技術指導を通じ
て社会貢献を行う。  

・行政や企業等の審議
会・委員会等への参
加や技術指導を通じ
て社会貢献を行う。  

・行政や企業等の審議
会・委員会等への参
加や技術指導を通じ
て社会貢献を行う  

（出典：沿岸域環境科学教育研究センターホームページより抜粋）  

 

上記の目的の元，センター構成員が行った国などの委員会における政策提言とその成果に

関する報告は、当センターの「パンフレット」「むつごろう通信」「センター年報」、各ウェ

ブサイト上に掲載されている  
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C1-1-1-2：沿岸域環境科学教育研究センターパンフレット（一部）  
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C1-1-1-4：合津マリンステーションホームページ（抜粋）  

 

（出典 http:/ /www.geocities.jp/henmiy21/）  

 

http://www.geocities.jp/henmiy21/
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 「むつごろう通信」は年 2 回 1500 部ずつ（合計 3000 部）、「センター年報」は 500 部

発行され、熊本大学内の各組織に配布した他、他大学関係 116 箇所、官公庁 89 箇所、そ

の他（独立行政法人・民間等）29 箇所にそれぞれ配布している。また、公演会等の開催の

通知やポスターを関連団体に配布して、広く一般に知れるように務めた。  

 

 

C1-1-1-5：むつごろう通信（19 号 抜粋）  
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 なお、開催通知・ポスターの主な送り先（関係官公庁）は以下の通り。その他に大学関

係や，過去の講演会参加者などに個人的に送っている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C1-1-1-6：第 12 回沿岸域センター講演会ポスター（一部）  
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C1-1-1-7：ダイレクトメールリスト抜粋（社会貢献活動など案内発送先）  

 

（出典：研究センター支援担当より提供）  

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

「むつごろう通信」の発行部数や各種通知の送付件数は、センター運営に関わる事務職員

の多大なる努力を明確に示している。また、送り先は、センターの研究内容に最も高い関

心を持つと期待される環境・漁業に関わる団体が適切に選ばれている。したがって、当セ

ンターの社会貢献を遂行するための施策は広く一般に公表されていると判断する。  

 

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）  

 

平成 22 年 (2010)から 25 年 (2013)にかけて、センター各構成員が国，県，市町村などが編

1 熊本県企画開発部　企画調整課 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

2 熊本県環境生活部　環境政策課 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

3 熊本県環境生活部　環境保全課 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

4 熊本県環境生活部　自然保護課 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

5 熊本県農林水産部　漁政課 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

6 熊本県農林水産部　水産振興課 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

7 熊本県農林水産部　漁港課 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

8 熊本県土木部　河川課 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

9 熊本県土木部　港湾課 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

10 熊本県教育委員会　総務企画課 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

11 熊本県漁業調整委員会事務局 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

12 熊本県内水面漁場管理委員会事務局 862-8570 熊本市中央区水前寺６丁目１８番１号

13 熊本市役所総務局　総務部 860-8601 熊本市中央区手取本町１－１

14 熊本市役所環境局環境政策課 860-8601 熊本市中央区手取本町１－１

15 熊本市役所環境保全局　緑保全課 860-8601 熊本市中央区手取本町１－１

16 熊本市役所環境保全局　水保全課 860-8601 熊本市中央区手取本町１－１

17 熊本市役所経済振興局水産振興課 860-8601 熊本市中央区手取本町１－１

18 熊本市教育委員会教育総務部 860-8601 熊本市中央区手取本町１－１

19 熊本市教育委員会学校教育部 860-8601 熊本市中央区手取本町１－１

20 熊本市教育委員会生涯学習部 860-8601 熊本市中央区手取本町１－１

21 国土交通省　熊本港湾空港整備事務所 861-5274 熊本市西区新港1丁目4番14号

22 国土交通省九州地方整備局熊本河川国道事務所 862-8029 熊本市東区西原1丁目12番1号

23 九州農政局整備部農地整備課 860-0008 熊本市西区春日２丁目１０番１号

24 熊本県　保健環境科学研究所　水質科学部 861-5513 熊本市北区鶴羽田町1103-3

25 熊本市水道局 862-0972 熊本市中央区水前寺6丁目2-45

市町村役場

1 荒尾市役所 864-8686 荒尾市宮内出目390

2 玉名市役所 865-8501 玉名市繁根木163

3 宇土市役所 869-0492 宇土市浦田町51

4 八代市役所 866-0862 八代市松江城町1-25

5 水俣市役所 867-8555 水俣市陣内1-1-1

6 天草市役所 863-8631 天草市東浜町8-1

7 宇城市役所 869-0592 宇城市松橋町大字大野85

8 上天草市役所 869-3692 上天草市大矢野町大字上1514

9 長洲町役場 869-0123 玉名郡長洲町大字長洲2766

10 竜北町役場 869-4814 八代郡竜北町大字島地642

11 津奈木町役場 869-5692 葦北郡津奈木町大字小津奈木2123

12 芦北町役場　 869-5498 葦北郡芦北町大字芦北2015

13 苓北町役場 863-2503 天草郡苓北町大字志岐660
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成した生物多様性・環境保全などに関わる審議会・委員会の抜粋を以下に示す。  

 

①国の委員  

八代海域モニタリング委員会委員（国土交通省 2003〜）  

モニタリングサイト 1000 沿岸域調査サイト代表者（環境省 2006〜）  

 農水輸出促進支援事業推進会議外部委員（農林水産省 2009～）  

 九州農政局  海岸保全施設検討委員会委員 ,（農林水産省 2009〜） 

 有明海・八代海等総合調査評価委員会  副委員長（環境省 2011〜）  

②県の委員  

熊本県環境審議会特別委員（熊本県：委員 2010〜 ,  会長 2012〜）  

熊本県希少野生動植物検討委員・調査委員（熊本県 2000〜）  

福岡県希少野生生物保護検討委員（福岡県 2006〜）  

諫早湾干拓および有明海再生に関するアドバイザー（長崎県 2013〜) 

など  

③地方自治体（市町村）その他の委員  

 上天草市環境審議会委員会長（上天草市 2010〜）  

 一般財団法人九州環境管理協会技術諮問委員（一般財団 2012〜）  

 八代海北部沿岸都市地域連携創造会議研修会に伴うアドバイザー（八代市 1998～) 

など，  

 

 各構成員が併任した委員の年度別合計数は，平成 22 年度 39，平成 23 年度 41，平成 24

年度 33，平成 25 年度 43 であった。なお，数年にわたり継続して努めている委員は年毎

に数えなおしている。  

 

C1-2-1 併任した委員数の合計 . 

 

（出典：沿岸域環境科学教育研究センター年報 2010〜 2013）  

 

（水準）  

期待される水準を上回る。  

 

（判断理由）  

専任教員 5 名の併任した委員の数の合計が年間平均 39 という統計は，センター構成員は

平均１年に 7 以上の委員を務めていることを意味する．この統計は研究成果の地域社会へ

の還元に積極的に関わる当センター構成員の姿を明確に示している。  

 

 

観点  活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して活動の成果が上がって

いるか。  

（観点に係る状況）  

平成 25 年度の段階で，センター構成員の併任する国や県などの審議会・委員会委員のう

ち，12 件が平成 22 年以前から継続しているものであり，最長は平成 10 年（1998 年）か

らであった。  

教員名 逸見 嶋永 瀧尾 滝川 秋元 合計

H22 15 1 1 19 3 39
H23 14 2 1 23 1 41
H24 16 2 1 12 2 33
H25 17 2 1 21 2 43

併人・審議会・委員会委
員
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（水準）  

期待される水準を上回る。  

 

（判断理由）  

前節の通り，センター構成員

が併任した各種委員会などの

合計は，研究成果の社会への

還元に積極的に関わる当セン

ター構成員の実績を端的に示

す。また，平成 22 年度以前

から務めている委員職がある

一方，22 年度以降も多くの委

員に選出されているという事実は，構成員が，各委員会において研究の知見の紹介や施策

の提言，アドバイスなどにおいて大いに貢献し，それゆえに更なる委員へ推薦される，活

動評価の高さの傍証であると言えよう。なお，これらの活動の目的や状況は，センター年

報，パンフレット，むつごろう通信，各種講演会などを通じて社会に広く公表されている。  

 

 

観点 改善のための取組が行われているか。  

（観点に係る状況）  

  センター教員５名によるセンター教員会議が年数回行われ，当該年度に実施された行

事などについて問題点と合わせて，次年度の年間スケジュール検討，委員会などの兼任の

確認がされている。  

 

（水準）  

本観点の実施については相応の対応がなされており、「期待される水準」にある。  

 

（判断理由）  

センター教員は５名であるので，お互いに役割分担を明確にし，効率良くそれぞれの行

事を実施するために教員会議は有効に機能している。  

 

 

 

分析項目Ⅱ 大学の目的に照らして、地域貢献活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

観点 大学の地域貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具

体的方針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知されている

か。  

（観点に係る状況）  

市民公開講座，各種講演会や観察会などの開催の通知や講演内容の要約は、前述の社会貢

献活動と同様，当センターの「むつごろう通信」と「センター年報」、各ウェブサイト上に

掲載されている (資料 C2-1-1-1〜C2-1-1-5)。また、公演会等の開催の通知やポスターを関

連団体に配布して、広く一般に知れるように務めた (資料 C2-1-1-6)。  

 

送付件数  

・市民公開講座 215 件  

・沿岸域センター講演会  171 件  

根拠資料  

C1-3-1-1：沿岸域環境科学教育研究センター年報

2010,2011,2012,2013 

C1-3-1-2：沿岸域環境科学教育研究センターパンフレット（ 2010 年版） 

C1-3-1-3：沿岸域環境科学教育研究センターホームページ  

（ http:/ /engan.kumamoto -u.ac.jp/）  

C1-3-1-4：むつごろう通信（ No.15~24）      

C1-3-2：メディアでの報道記事など      

C1-3-3：センター講演会要旨集など     
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 また，高校生を対象とした一般公開実習のお知らせは，熊本県内外の合計 44 の高校に配

布されている．  

 

  

（水準）  

期待される水準を上回る。  

 

（判断理由）  

市民講座やセンター講演会の通知やポスターの送付件数，およびウェブサイト上に講演内

容の要旨を掲載して誰でも閲覧可能にしている点などから、当センターの地域貢献活動を

遂行するための施策も，社会貢献活動と同様，広く一般に公表されていると判断する。  

 

 

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）  

当センターが主催･共催した主な一般向けの講演会，実習，センター構成員が主催・講師と

して参加した主な自然観察会は以下の通りである．  

 

①市民公開講座「有明海・八代海を科学する」  

講義 (90 分 )は熊本県民交流会館パレアにて計６回，体験実習は熊本県水産研究センター

および熊本大学合津マリンステーションにて実施した．聴講者は県内外の老若男女に及ぶ． 

 

②沿岸域環境科学教育研究センター講演会  

当センター活動を報告する講演会。 

 

③高校臨海実習  

 合津マリンステーションにおいて ,熊本県内の高校の臨海実習，研修に場を提供した．  

 

④一般公開実習（定員 25 名） 

 熊本県内の高校生，一般社会人対象の臨海実習。なおこの実習は，ほぼ同じ時期に熊本

県の複数の高校の生物部会が合同で当ステーションにおいて実習を行うことから，22 年度

をもって中止した。  

 

⑤きてみなっせ！乙女サイエンススクール in 天草   

 女子中高生の理系進学を推進するためのプロジェクトの一環として，合津マリンステー

ションにおいて熊本県の女子中高生に対する実習を行った。  

 

⑥干潟フェスタ  

 有明海の干潟を会場に親子を対象に環境学習を目的とした催し  

 

⑦ウミホタル観察会･干潟観察会  

 上天草市との共催で 7 月～8 月に合わせて 4，5 回行われる観察会  

 

⑧その他  

センター構成員が行った高校への出前授業，観察会・講演会講師が多数存在する。  

 

これらの施策のうち主要なものへの参加者・受講者の年度別集計を以下に示す。  
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C2-2-1 主要な講演会・実習観察会の参加者の合計  

 

 

 

 

（水準）  

期待される水準を上回る。  

 

（判断理由）  

市民講座、講演会に多数の参加者を募ることができたこと、干潟フェスタをはじめとす

る観察会等の催しには毎年合計で千人を超える参加者が訪れたことなどから、施策が十分

に効果を上げていると判断できる。  

 

 

 

観点 活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して、活動の成果が上がって

いるか。  

（観点に係る状況）  

 市民公開講座「有明海・八代海を科学する」，沿岸域環境科学教育研究センター講演会で

はアンケートをとり，実施内容，改善点などの意見聴取を行っている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講演会・実習・観察会名 H22 H23 H24 H25 参考資料
①市民公開講座 62 45 45 32 C2-2-1-1
②沿岸域センター講演会 40 41 75 45 C2-2-1-2
③高校臨海実習 93 122 126 93 C2-2-1-3
④一般公開実習 7 - - - C2-2-1-4
⑤乙女サイエンススクール 37 30 14 32 C2-2-1-5
⑥干潟フェスタ 697 835 743 995 C2-2-1-6
⑦ウミホタル･干潟観察会 248 253 399 456 C2-2-1-7

合計 1184 1326 1402 1653

根拠資料  

C2-2-1-1：市民公開講座「有明海・八代海を科学する」（案内チラシ等）  

C2-2-1-2：沿岸域環境科学教育研究センター講演会  案内チラシ  

C2-2-1-3：高校臨海実習（関連資料等）  

C2-2-1-4：一般公開実習（関連資料等）  

C2-2-1-5：きてみなっせ！乙女サイエンススクール in 天草（関連資料等）  

C2-2-1-6：干潟フェスタ  （案内チラシ等）  

C2-2-1-7：ウミホタル観察会･干潟観察会（参加者集計表（上天草市からの FAX））  

C2-2-1-8：沿岸域環境科学教育研究センター年報 2010,2011,2012,2013 
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（水準）  

本観点の実施については相応の対応がなされており、「期待される水準にある」。  

 

（判断理由）  

市民公開講座では，受講者の要望を参考に実施時期を変更したり，講義概要のスタイル

の統一を諮ったり，講義内に実習を加えるなどの改善を行ってきた。センター講演会では

講演時間や内容の難易度などの意見を参考に実施してきた。どちらも沿岸域センター発足

時から毎年実施されている企画であるが，リピーターも多く活動の成果と言える。  

 

 

 

観点 改善のための取組が行われているか。  

（観点に係る状況）  

 年度末や次年度初めには，センター教員５名によるセンター教員会議が行われ，当該年

度に実施された行事棟について問題点と合わせて次年度の年間スケジュールが検討されて

いる。  

C2-3-1：第 12 回センター講演会アンケート結果（抜粋）  

 

（出典：研究センター支援担当より提供）  
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（水準）  

本観点の実施については相応の対応がなされており、「期待される水準にある」。  

 

（判断理由）  

センター教員は５名であるので，お互いに役割分担を明確にし，効率良くそれぞれの行

事を実施するために教員会議は有効に機能している。  

 

 

 

 

 

C2-4-1：会議で検討する行事の年間スケジュール予定表  

 

（出典：平成 25 年度第 2 回沿岸域環境科学教育研究センター教員会議次第より抜粋）  

行　　　事

４月

５月

６月

８日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・第１４回干潟フェスタ
・教員会議
・運営委員会

７月 １０日～１１日 ・熊本西高校臨海実習　　

２０日～２１日 ・熊本県生物部会研修　

２３日～２６日 ・荒尾高校臨海実習　

２８日 ・海蛍観察会（上天草市との共催）

８月 ２日～４日 ・乙女サイエンス・スクール in 天草

４日、１８日（午後） ・干潟観察会（上天草市との共催）

６日 ・一本の木財団（再春館）講演・観察会

６日～１０日 ・熊本大学臨海実習Ⅱ

１１日、２５日（夜） ・海蛍観察会（上天草市との共催）

２１日～２７日 ・大学公開実習A

２９日～９月３日 ・福岡教育大学臨海実習

・教員会議

・年報作成

９月 ６日～１２日 ・大学公開実習B

２５日～１０月３０日
・市民公開講座「有明海・八代海を科学する」　（10月18日市民
公開講座　体験実習）

・むつごろう通信発行

・運営委員会

１０月

１１月 １６日 ・沿岸センターおよび拠点研究B研究講演会

１２月 ・運営委員会

１月
25日

・人事等委員会
・八代海再生プロジェクトシンポジウム
（やつしろハーモニーホール）

2月 ・むつごろう通信発行

3月

資料３

年　月　日

平成2５年

平成2６年

平成２５年度沿岸域環境科学教育研究センター主要行事 
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４． 質の向上度の分析及び判定  

（１） 分析項目Ⅰ 大学の目的に照らして、社会貢献活動が適切に行われ、成果を上げて

いること。  

  

 

当センターの構成員の併任・審議会・委員会委員などの合計を，平成 21 年度と平成 22～

25 年度までと比較すると，  

  平成 21 年度 45 に対して，平成 22 年度 39，平成 23 年度 41，平成 24 年度 33，平成

25 年度 43 であった。  

 

つまり評価対象年間の併任数は平成 21 年度と同レベルだったことになる。平成 21 年度の

段階で，当センター構成員の平均併任数は多かった。したがって，当センターは五年以上，

この項目に関して高い質を維持している，と判断できる。  

 

 

（２） 分析項目Ⅱ 大学の目的に照らして、地域貢献活動が適切に行われ、成果を上げて

いること。  

  

 本項目に関しても，平成 21 年度と平成 22～25 年度までの主要な地域貢献活動数を具体

的に列挙，比較すると以下の通りになる。  

 

H21 年度と H22 年度以降の主な講演会などの参加者比較  

 

（出典：沿岸域環境科学教育研究センター年報 2009〜 2013）  

 

 各観察会などの参加者は，年変動はあるが，急激な増加，減少という傾向は見られず，

全体としては平成 21 年度と同レベルであった。観察会など各施策の参加者総数が，例年

1000 人を超えることを考えると，地域貢献に関しても，当センターは高い質を維持してい

る，と判断できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講演会・実習・観察会名 H21 H22 H23 H24 H25
①市民公開講座 69 62 45 45 32
②沿岸域センター講演会 59 40 41 75 45
③高校臨海実習 87 93 122 126 93
④一般公開実習 3 7 - - -
⑤乙女サイエンススクール 19 37 30 14 32
⑥干潟フェスタ 1109 697 835 743 995
⑦ウミホタル･干潟観察会 327 248 253 399 456

合計 1673 1184 1326 1402 1653
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Ⅴ 国際化の領域に関する自己評価書  
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１． 国際化の目的と特徴  

  

閉鎖性海域が抱える環境問題は，東シナ海・八代海に限らず，東シナ海などの国際的に

共通する問題である。沿岸域センターで得られた沿岸海域における環境・防災に関する先

端研究の成果は，同様の問題を抱える海域においても活用できる。そこで，海外の研究機

関と研究成果の共有を目的に，平成 22 年度から沿岸域環境問題を研究している東アジア

の大学および研究機関と共同研究および人材交流を開始した。  

 

1) 海外との連携の実績  

平成 22 年度は、9 月 8 日から 10 日にかけて，中国の黄河河口に広がる湿地帯の研究

をしている青島海洋研究所と北京大学を訪問し，交流した。青島海洋研究所では、最初

に国の公園に指定されている黄河河口湿地帯を見学し、その後、研究所を訪問した。双

方の知見に基づいて意見交換を行った結果、本拠点グループの SI モデルに興味を持たれ、

人的交流を始めることとなった。北京大学では中国各地の沿岸域環境の調査を行ってい

る研究室を訪問し、黄河河口湿地帯において石油を効率的に採取するために環境微生物

を利用する研究実施例などについてディスカッションを行った。微生物相は多様である

ため、環境因子と生物分布の関連性を把握することが重要になることから、意見交換の

中で本拠点グループの多変量解析を用いた手法に注目され、今後の交流をさらに発展さ

せることとなった。  

3)外国人研究者の招聘等 

 

  行政院農業委員會水產試驗所沿近海資源研究中心の副研究員，葉信明  博士(理学)を招

聘．2010 年 27 日から 28 日にかけて，熊本港の野鳥の池，上天草市維和島のハマグリ養

殖場などの現地見学を行った．30 日には黒髪キャンパスにおいて，安定同位体の研究に

関して意見交換を行った後，沿岸域センターの多目的研究室においてセミナーを行い，

博士の現在の研究内容や台湾の水産業に関する情報を提供いただき，拠点 B のメンバー

や学生と活発な議論を行った．   

 

 

 

［想定する関係者とその期待］  

  

・海外の交流機関と研究者：人的交流を通して共同研究の実施し，実績を積み外部資金を

獲得することにより，さらに発展させる。また，交流協定などを締結し人的交流の促進も

はかる。  

・海外の交流機関の人材育成：共同研究やシンポジウム開催などの実績をつみ，交流機関

からの学生も受入，本学学生も派遣するなど人材育成を進める。  
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２． 優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

・国際化に向けた活動の目的や計画の公表されているかとう観点からみると、沿岸域セン

ターのホームページ英語ページを作成し公開しており、平成22年度より海外の研究機関と

の連携も強化され，多くの海外研究者の招聘・交流等が実施されて成果をあげている。  

・ 活動実績から判断して活動の成果があがっているかとう観点からみても、留学生の交流

も進み，共同研究も着実に進行していることから国際化の成果は上がっている。  

【改善を要する点】  

・改善に対する取り組みという観点からみると、海外との交流が深まるに伴い交流発展の

ための資金獲得が不十分であり、そのための取り組みが課題となっている。  

 

 

３． 観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 目的に照らして、国際化に向けた活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

観点 国際化の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方針が定

められているか。また、これらの目的と計画が広く公表されているか。  

（観点に係る状況）  

国際化に関する目的は，沿岸域センターホームページ・センター概要のなかで「アジア

地域の干潟沿岸域環境研究のネットワーク作りの拠点としての国際化を目指した様々な取

り組みを行っている」ことが掲載されており、同様に英語版のホームページやパンフレッ

トでも公表されている。なお，具体的計画については日程調整などの理由で年度始めに公

表することはできなかったが，活動報告は年度毎に公表している。  

 

資料 D-1-1-1-1 沿岸域センターHP 英文  
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(出典  沿岸域センターホームページ  

http://engan.kumamoto-u.ac.jp/english/outline.html）  

 

 

 

 

 

資料 D-1-1-1-2 沿岸域センター英文パンフレット  

 

（出典  沿岸域センターパンフレット第２版）  

 

 

（水準）  

本観点の実施については相応の対応がなされており、「期待される水準にある」。  

 

（判断理由）  

国際交流活動は H22 年度から開始したが，初年度は海外研究者の本学への招聘，次年度

はセンター教員の海外交流機関への訪問など相互訪問の形で進めており，交流先は青島海

洋研究所と北京大学（中国），ハノイ建設大学・ハノイ科学大学（ベトナム），台湾水産試

験所（台湾）と広がり研究者数ものべ 20 名となった。また台湾では養殖業者との意見交

換もでき，基礎研究の交流をとおして熊本県の水産業にも貢献することが期待された。  
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観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）  

 

海外研究機関との連携や研究者の交流は以下のとおりである。  

・2010 年度 中国の黄河河口に広がる湿地帯の研究に関して，青島海洋研究所と北京大学

を訪問し交流を図った。  

・2011 年度には青島海洋研究所から３名の研究者を招聘し，センター教員全員と研究テー

マについて意見交換を行い，共同研究協定の締結にむけて検討が行われた。  

・2011 年 11 月９日には，センター教員がオーガナイザーとなり日中国際講演会「沿岸生

態系の管理と二枚貝の持続的な利用」が本学で開催され，講演後には中国研究者と熊本県

緑川河口などの資源管理を視察した。  

・2012 年度は，ベトナム社会主義共和国のハノイ建設大学・ハノイ科学大学の研究者らと

研究交流を行った。また，ハノイ市内の下水道処理場の視察やハノイ市内の河川や湖沼の

視察，JICA ベトナムのハロン湾モニタリングプロジェクトチームとの情報交換を行った。  

・2013 年度は，ベトナム社会主義共和国のハノイ建設大学の研究者を熊本に６日間招聘し，

国際研究交流を行った。センター教員２名はそれぞれ，海岸部の埋め立てとミチゲーショ

ンと熊本港における「なぎさ線の回復」に関する研究フィールドが紹介され，その他のセ

ンター教員とはそれぞれの研究室で研究テーマの紹介などが行われ，共同研究にむけた意

見交換が行われた。  

・2013 年 10 月にはセンター教員２名はハマグリ養殖研究が進められている台湾水産試験

所を訪問し，研究者との交流を行った。また，現地のハマグリ養殖業者との交流も行った。  

 

 

資料 D-1-1-2-1 国際交流実績（ベトナム、台湾）  
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 (出典  拠点形成研究 B H25 年度報告書 ) 

 

 

 

 

 

 

 

資料 D-1-1-2-2 国際交流実績  

 
(出典  拠点形成研究 B 事後評価資料 ) 

 

 

 

 

資料 D-1-1-2-3 外国人研究者・留学生の受入実績  

 

年度  留学生、研究者受け入れ実績（国、期間、経費、研究テーマ）  

H21 
大学院生１名（トルコ・エーゲ大、６ヶ月、JASSO、海洋生物学）  修士学生１名

（トルコ、 IJEP、海洋生物学）  

H22 大学院生２名（トルコ・エーゲ大、６ヶ月、 JASSO、海洋生物学）  

H23 外国人特別研究員（エジプト・Sohag 大、６ヶ月、松前財団奨学金、海洋生物学） 

H24 
大学院生（中国桂林理工大学、６ヶ月、JASSO、海洋生物学）博士課程後期学生

１名（インドネシア（国費奨学金）海洋生物学）  

H25 

外国人特別研究員（エジプト・アズハル大、１年、エジプト政府奨学金、海洋生

物学 ) 博士課程後期学生２名（インドネシア（国費奨学金）、バングラディシュ（私

費）海洋生物学）  

（出典 沿岸域センター年報 2010~2013）  

 

 

（水準）  
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本観点の実施については相応の対応がなされており、「期待される水準にある」。  

 

（判断理由）  

平成 22 年度より開始した海外との研究交流は着実に進展し，海外の研究者，平成 26 年

6 月には台湾水産試験所とは沿岸域センターとの部局間交流協定が締結されている。  

 

 

観点 活動の実績及び学生・研究者の満足度から判断して活動の成果があがっているか。  

（観点に係る状況）  

海外研究機関との交流に参加したセンター教員数は以下のとおりである。  

・2010 年度の青島海洋研究所と北京大学訪問（３名）。  

・2011 年度の青島海洋研究所から３名の招聘研究者に対しては，センター専任教員全員  

 （５名）と意見交換が行われた。  

・2012 年度のハノイ建設大学・ハノイ科学大学の研究者らと研究交流（４名）。  

・2013 年度のハノイ建設大学の招聘研究者とは，センター教員全員（５名）が意見交換を  

 行った。  

・2013 年度の台湾水産試験所訪問（２名）。  

 

（水準）  

本観点の実施については相応の対応がなされており、「期待される水準にある」。  

 

（判断理由）  

初年度はセンター教員が海外交流機関を訪問し，次年度は海外から関連の研究者を本学

へ招聘する形で進められ，平成 26 年度から開始した共同研究へと繋がり成果をあげてい

る。  

 

観点 改善のための取り組みが行われているか。  

（観点に係る状況）  

センター専任教員は全員拠点形成研究グループに参加しているため，海外研究機関との

交流計画は，拠点形成研究との連携も含めて月一回の会議で検討されている。  

 

（水準）  

本観点の実施については相応の対応がなされており、「期待される水準」にある。  

 

（判断理由）  

拠点形成研究グループは月一回会議を行い，研究の進捗状況や情報交換を行っているが， 

海外研究機関との交流についても毎回検討されており，交流活動も効率良く進めることが

できている。  

 

４． 質の向上度の分析及び判定  

 

分析項目Ⅰ 目的に照らして、国際化に向けた活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

 

有明・八代海域にみられる閉鎖性海域が抱える環境問題は東シナ海などの閉鎖性海域に

も同様の環境問題がみられる。沿岸域センターで得られた沿岸域環境における環境・防災

に関する先端研究の成果は海外の同様の環境問題においても貢献できるものと期待される。

このために，平成 22 年度から沿岸域環境問題に取り組んでいる海外の研究機関との研究
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と人材交流を開始した。  

 平成 22 年度は中国の黄河河口に広がる湿地帯の研究に関して，青島海洋研究所と北京

大学を訪問し交流を図り，平成 23 年度には青島海洋研究所から３名の研究者を招聘し，

センター教員全員と研究テーマについて意見交換を行った。また，平成 24 年度はハノイ

建設大学・ハノイ科学大学の研究者や JICA ベトナムのハロン湾モニタリングプロジェク

トチームとの情報交換を行い，平成 25 年には。ハノイ建設大学の研究者を招聘し，セン

ター教員と共同研究にむけた意見交換が行われた。この交流を契機にハノイ建設大学とは

学生の相互交流へと進展している。平成 22 年にはハマグリ養殖研究が進められている台

湾行政院水產試驗所の研究者を招聘し、講演会を行い、センター教員および学生 15 名と

研究交流を行い，平成 25 年度はセンター教員２名が台湾水産試験所を訪問し，研究者と

ハマグリ養殖業者と意見交換を行った。平成 26 年６月には台湾水産試験所と沿岸域セン

ターとは部局間交流提携が締結されている。このように相互訪問での研究交流は着実に成

果をあげていることから、国際化に向けた活動の質は、改善、向上していると判断される。 
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Ⅵ 男女共同参画に関する自己評価書  
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１．男女共同参画の目的と特徴  

 

 沿岸域センターには教員の人事権はないので男女共同参画の人事に関しては該当しな

い。なお、教育研究において性別による差別を加えることはないよう配慮している。また、

合津マリンステーションは研究や実習など学生、教員、一般市民に利用されているため、

男女共同参画に関する要望や指摘に対しては迅速に対応する体制を整えている。  

 

［想定する関係者とその期待］  

・ 一般市民：市民公開講座体験実習、各種観察会などの合津マリンステーションを利用す

る一般市民に対して、実施内容や設備などにおいて性別による差別が無いよう配慮され

適正かつ安全にスケジュールが遂行される。  

・ 学内外の学生：臨海実習や共同研究として合津マリンステーションを利用する学内外の

学生に対して、浴室、トイレ、寝室等施設面において性別による差別が無いよう配慮さ

れ、また長靴、防護服などを含めた研究用設備品においても性別による差別が無いよう

に配慮され、利用目的が適正かつ安全に遂行される。  

・ 学内外の教職員：共同研究、研修、および各種行事の指導・引率のため合津マリンステ

ーションを利用する学内外の教職員に対して、研究施設、宿泊施設面で性別による差別

が無いよう配慮され、利用目的が適正かつ安全に遂行される。  

 

２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

・ 合津マリンステーションでは小学校、中学校、高校、一般市民向けの実習や観察会など

を行っており、性別による差別の無いよう十分に配慮され多くの行事が安全かつ適正に

実施されている。  

・ 女子中高生の理系進学を推進するためのプロジェクトの一環として，合津マリンステー

ションにおいて熊本県の女子中高生に対する実習も行われており、男女共同参画に積極

的に協力している。  

【改善を要する点】  

・該当なし  

 

３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ  目的に照らして、男女共同参画に向けた活動が適切に行われ、成果を上げている

こと  

観 点  目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方針が定 め ら れ て  

いるか。また、これらの目的と計画が広く公表されているか。  

（観点に係る状況）合津マリンステーションでは小学校、中学校、高校、一般市民向けの

実習や観察会などを行っており、大学の実習については理学部教員会議で承認をうけ、一

般市民向け行事は沿岸域センター運営会議で年間行事の項目として承認をうけている。  

また、一般市民向けの行事については、沿岸域センターホームページにて案内を掲載して

いる。  

（水準）期待される水準にある  

（判断理由）活動計画は審議され、公表されているため。  

観点  計画に基づいた活動が適切に実施されているか。                  

（観点に係る状況）  

・ 合津マリンステーションでは、多くの学生実習や市民向け観察会などが行われており、

男女共同参画に向けた活動が適切に行われている。  

・ 女子中高生の理系進学を推進するためのプロジェクトの一環として，合津マリンステー
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ションにおいて熊本県の女子中高生に対する実習も行われている。  

 

（水準）期待される水準にある  

（判断理由）マリンステーションで行われる学生実習や各種イベントに女子学生も多数

参加しており、それらは適正に実施されている。  

 

観点  活動の実績及び学生・研究者の満足度から判断して、活動の成果があがっているか。  

（観点に係る状況）沿岸域センター年報にはマリンステーションにおける臨海実習の実施

記録が掲載されており、参加者の男女数も明示されている。平成 25 年度では 13 件の実習

が行われ、ほとんどの場合が女子学生も参加している。  

（水準）期待される水準にある  

（判断理由）マリンステーションでは多数の実習や市民向けの行事が行われ、女性の参加

者数も多く、適正に実施されていると判断される。  

 

観点  改善のための取組が行われているか。  

（観点に係る状況）  

          環境整備に関する要望や指摘に対しては迅速に対応している。  

（水準）期待される水準にある  

（判断理由）  

 マリンステーションにおける男女共同参画に関連する環境整備については、教員会議や

運営委員会においてマリンステーション経費の項目において説明されている。  

 

４．質の向上度の分析及び判定  

 

（１）分析項目 I 目的に照らして、男女共同参画に向けた活動が適切に行われ、成果を上げて

いること  

 

 

合津マリンステーションでの教育研究及び一般市民向けイベントの実績から男女共同参

画に向けた活動は適切に行われている。  

 

質の向上度は、質を維持していると判断される。  
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Ⅶ 管理運営に関する自己評価書  
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１．管理運営の目的と特徴  

 

沿岸域環境科学教育研究センターは平成 13 年に学内共同教育研究施設として設置され , 

その構成員はセンター長，専任教員，客員教授及び客員助教授およびその他必要な職員よ

りなる。沿岸域センターは黒髪南地区の共用棟黒髪３の６階に３室  (193m²:センター長室  

1 室 (22m²)、 教員研究室  1 室 (19m²)、多目的研究室 (会議室含む )1 室 (152m²)をセンター

専用の部屋として活用している。  

教育研究組織としては生物資源循環系解析学分野，生物資源保全開発学分野，水・地圏環

境科学分野，沿岸域社会計画学分野の 4 つの教育研究分野をもつ。合津マリンステーショ

ンでは生物資源循環系解析学に所属する教授１名，助教授１名および技術職員１名により

教育研究が行われている。生物資源保全開発分野以外の３分野は教授１名及び助教授１名

より構成されているが，生物資源保全開発分野は教授１名であり，教員補充の要求がセン

ター設置当初から行なわれているが未だ達成されていない。さらに，水・地圏環境科学分

野は，教授１名が平成 26 年３月に定年退官したため，以後准教授１名となっている。セ

ンター専任教員はセンターの職務に加え，大学院自然科学研究科，関連学部の教育研究や

管理運営に関する諸業務を分担しており，大きな負担を負っている。研究支援課の 2 名の

事務職員が沿岸域センターの管理運営の諸業務を担当している。しかし，同職員は他セン

ターやその他の多数業務も同時に担当しているため，センター業務の円滑な遂行のために

は専任教員も事務的諸業務を分担している。  

 沿岸域センターは教授会をもたないため，管理運営の重要事項は沿岸域環境科学教育研

究センター運営委員会により決定される。それぞれの事案はセンター長およびセンター教

員によるセンター教員会議により十分に審議した後に運営会議に諮られており，全体とし

て効率的な運営が行われている。しかし，教員採用では，最終選考が全学の選考委員会に

委ねられているため，センターの意思が十分に反映され難い点もある。  

 自己点検評価に関しては，沿岸域環境科学教育研究センター年報において年次活動の概

要と自己評価を記載しており，学内の全部局および関係諸機関に配付している。  

 

 

 

［想定する関係者とその期待］  

 

1. 沿岸域センター専任教員，客員教員、センター支援事務職員：適正な管理運営体制の

もとで、沿岸域センター教職員が、センターの目的にそって活発に活動し、成果を挙

げること。  

2. 合津マリンステーション技官：合津マリンステーションでの実習や研究が安全かつ適

正に行われること。  

3. 合津マリンステーション利用者：マリンステーション利用規則にもとづき研究施設、  

宿泊施設が適正に管理されることにより、安全かつ有効に施設が利用される。  

4.  沿岸域環境科学教育研究センター運営委員会委員 : 沿岸域センターの管理運営に対し

て適切な指導を行い、また、センターの活動を全学に周知してもらう役割を担ってい

る。  

5.  工学部・理学部教職員・自然科学研究科教職員：センター専任教員は出身母体の工・

理学部でも管理運営に関する職務を分担している。理学部、自然科学研究科の専任教

員の協力のもと、センター教職員は適正に職務を遂行している。  
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２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

・ 管理運営のための組織及び事務組織の観点：  

 沿岸域環境科学教育研究センター運営委員会はセンター専任教員の他に学内各部局か

らの代表者によって構成されており，センターの管理運営に関する重要事項を審議し決

定している。それぞれの議案はセンター専任教員からなる教員会議により事前に十分審

議された後に運営会議に図られていることから，両委員会は連携を保ってそれぞれの機

能を果たしており，沿岸域センターの効率的な運営が行われている点は優れている。  

・ 関係者の意見が管理運営に反映されているかという観点：  

 沿岸域センター年報やホームページなどによる年次活動が報告され、ホームページに

よる自己評価結果の公開され，それらの結果を踏まえて教育研究および社会活動の改善

を図ろうとしていることも優れた点である。  

 

 

【改善を要する点】  

・ 管理運営のための組織及び事務組織の観点：  

教員の定員としては，４つの教育研究分野のうち１分野だけが定員 1 名で他は 2 名となっ

ている。さらに，H26 年４月からは，定年退職により，専任教員は４名となっている。各

分野の有機的発展のためには人員補充が必要である。センター専任教員はセンターの職務

に加え，大学院自然科学研究科，関連学部の教育研究や管理運営に関する諸業務を分担し

ており，大きな負担を負っている。本来のセンター業務をより強力に推進するには，その

活動の整理，調整が必要である。  

 

 

３．観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 管理運営体制及び事務組織が適切に整備され機能していること  

観点 管理運営のための組織及び事務組織が、適切な規模と機能を持っているか。また、

危機管理等に係る体制が整備されているか。  

（観点に係る状況）  

沿岸域環境科学教育研究センターは平成 13 年に学内共同教育研究施設として設置され , 

その構成員はセンター長，専任教員，客員教授及び客員助教授およびその他必要な職員よ

りなる。沿岸域センターは黒髪地区には共用棟黒髪３に３室  (193m²)もち、上天草市には

海洋施設として合津マリンステーションをもつ。教育研究組織としては生物資源循環系解

析学分野，生物資源保全開発学分野，水・地圏環境科学分野，沿岸域社会計画学分野の 4

つの教育研究分野をもつ（資料 Z-1-1-1-1）。事務組織とセンターとの連携については熊本

大学概要（資料 Z-1-1-1-2）に記載されている。また、合津マリンステーションでは生物資

源循環系解析学に所属する教授１名，助教授１名および技術職員１名により教育研究が行

われている。沿岸域センターの運営は、沿岸域センター規則に基づいて適正に行われてい

る（資料 Z-1-1-1-3）合津マリンステーションの運営についても施設利用規則に基づいて適

正に行われている（資料 Z1-1-1-1-4）。生物資源保全開発分野以外の３分野は教授１名及

び助教授１名より構成されているが，生物資源保全開発分野は教授１名であり，教員補充

の要求がセンター設置当初から行なわれているが未だ達成されていない。専任教員はセン

ターの業務の他に，自然科学研究科の教育研究を兼担している。また，各教員の関連学部

である理学部または工学部の教育研究も兼担している。さらに，教養教育も分担している。

沿岸域環境科学教育研究センターは教授会をもたないため，管理運営のための組織として

は沿岸域環境科学教育研究センター運営委員会がそのおもな役割を担っている (資料

Z-1-1-2, 規則については資料 Z-1-1-1-3 に記載されている )。事務組織としては，自然科学

系事務ユニット・研究センター支援担当が担当し，2 名の事務職員により業務が行われて
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いる。  

 

 

（水準）期待される水準にある  

（判断理由）  

研究支援課の２名の事務職員は沿岸域センターの管理運営に関する業務の他に，他センタ

ーの管理運営に関する業務も担当している。さらに，これらの業務の他に研究支援に関す

る様々な業務も担当しているため，事務職員は適正に配置されているとは言えない。また，

専任教員は沿岸域センターの業務の他に，大学院自然科学研究科や関連学部の教育研究を

兼担し，教養科目も分担して多大の負担が課せられている。さらに，４研究分野のうち一

つは教授１名のみで構成され他分野とのバランスを欠いていることから専任教員も規模も

不十分といえる。  

 

Z-1-1-1-1 沿岸域センター組織図  

 

（出典  沿岸域環境科学教育研究センター HP  ）  

 

 

Z-1-1-1-2 事務組織  

 

(出典 熊本大学概要 2012 年 事務組織) 

 

 

 

パルスパワー科学研究所	

沿岸域環境科学教育研究センター	

先進マグネシウム国際研究センター	


自然科学系事務ユニット	
 研究センター支援担当	
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Z-1-1-1-3 沿岸域環境科学教育研究センター規則 (一部 ) 

 

（出典 沿岸域環境科学教育研究センター規則、沿岸域センター年報  2010 ~2013）  
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Z1-1-1-1-4: 沿岸域環境科学教育研究センター臨海実験施設使用細則  

 

 
（出典 沿岸域環境科学教育研究センター年報 2010~2013）  
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観点 構成員（教職員及び学生）、その他学外関係者の管理運営に関する意見やニーズが

把握され、適切な形で管理運営に反映されているか。  

（観点に係る状況）  

管理運営の重要事項は沿岸域環境科学教育研究センター運営委員会により決定される。そ

れぞれの事案はセンター長およびセンター教員によるセンター教員会議により十分に審議

した後に運営会議に諮られており，全体として効率的な運営が行われている。これらの会

議において管理運営に関する問題点なども議論されている。また，学外関係者については，

毎年開催される沿岸域センター主催の講演会や市民公開講座などの各種行事を通じで意見

や要望が把握されている。また，各教員がそれぞれの分野で行っている社会貢献・地域貢

献活動を通じても意見や要望は把握されている。  

 

（水準）期待される水準にある  

（判断理由）  

毎年開催されるセンター主催の講演会や市民公開講座等の各種行事を通じて沿岸域センタ

ーに対する意見や要望は把握されている。また，センター教員はそれぞれの関連分野で多

くの社会貢献・地域貢献活動を行っており沿岸域センターに対する意見やニーズはそれら

の活動を通じても把握されており，センターの活動に対して大きな期待を寄せられている。 

 

 

観点 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、研修

等、管理運営に関わる職員の資質の向上のための取り組みが組織的に行われているか。  

（観点に係る状況）  

研究支援担当の２名の事務職員が沿岸域環境科学教育研究センターの管理運営を担当して

いる。しかし，同職員は沿岸域センターの他センターの事務および研究支援に関する様々

な業務も担当しているため，多忙を極めている。事務職員は資質向上のための研修に参加

しているが，業務の停滞を考慮して，各種研修への参加は最小限に留められている。  

 合津マリンステーションには 2 名のセンター専任教員と 1 名の技術職員が常駐し、教育

研究が行なわれている。当マリンステーションでは本学学生の教育研究の他に各種の実

習・行事も行われており，限られたスタッフによりこれらの多様な業務を遂行するには技

術職員も高い資質をもつことが要求される。国立大学に所属する臨海・臨湖実験所・セン

ターの間では各実験所持ち回りで、毎年１回、国立大学臨海臨湖実験所技官研修会議が開

催されており，合津マリンステーションの技術職員も毎年この研修会議に参加して資質向

上が図られている（資料 Z1-1-３ : 国立大学臨海臨湖実験所技官研修会議）。  

 

 

（水準）期待される水準にある  

（判断理由）  

沿岸域センターの管理運営を担当する事務職員は研究支援課に２名配備されているが，沿

岸域センター以外の多数の業務も担当し多忙なことから，センター長やセンター教員も事

務業務を分担する場合もある。したがって，現状では事務職員の資質向上のための研修な

どへの参加は最小限に留められているために十分とはいえない。沿岸域センター国立大学

臨海臨湖実験所技官研修会議では，研究・実験生物の採集方法、激減している生物につい

ての将来の展望、飼育方法・恒温設備の討議、船舶の安全運行、海水供給設備・海水濾過

等に多様な事項について情報交換が行われ非常に有益である。また，技術職員自身が他所

の実験所の施設・設備・船舶を見学し、実際に操作し、仕事の内情を知ることもできるこ

とから，同会議の参加により技術職員の資質向上が図られている。  
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分析項目Ⅱ 活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているとともに継続

的に改善するための体制が整備され、機能していること。  

観点 活動の総合的な状況について、根拠となる資料・データ等に基づいて、自己点検・

評価が行われているか。  

（観点に係る状況）  

沿岸域センターの活動状況については、沿岸域環境科学教育研究センター年報では毎年

の活動状況に加え自己評価も記載されている（資料 Z-2-1-1-1）。  

 

 

 

 

センター報は関連各所に送付されている。また、活動の自己点検・評価を行う全学的な

「組織評価」を平成 19 年度に実施しており、実施後の自己評価書は沿岸域センターホー

資料 Z-2-1-1-1 センター教員の活動報告  

（出典 2012 年度  沿岸域センター年報）  
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ムページに掲載している（http://engan.kumamoto-u.ac.jp）。（中期計画番号 K67～K93）。

また、毎年開催している市民公開講座や沿岸域センター主催の学内講演会では参加者への

アンケートも行っている。  

 

 

（水準）期待される水準にある  

（判断理由）毎年、沿岸域センター年報を発行し、関係各所に送付しており、センター教

員が兼任している国・県・市の各種委員会活動を通して、センターに対する評価・要望な

ども参考に自己点検を行っている。  

 

 

http://engan.kumamoto-u.ac.jp/
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観点 活動の状況について、外部者（当該大学の教職員以外の者）による評価が行われて

いるか。  

（観点に係る状況）  

沿岸域センターでは、全学的に実施される法人評価、認証評価の自己評価を実施し、平成

21 年度には、法人評価は国立大学法人評価委員会に、認証評価は認証評価機関による評価

を受けている。  

 

（水準）期待される水準にある。  

（判断理由）法人評価、認証評価を実施した。  

 

観点 評価結果がフィードバックされ、改善のための取り組みが行われているか。  

（観点に係る状況）  

前回の組織評価や自己点検等を通して明らかになった改善を要する点については随時検討

し改善をしてきた。例えば、  

 学外協力研究者に関する規則の明確化  

 学外協力研究者の活動を紹介（センター講演会での発表）  

 臨海実験所利用規則の見直し  

 沿岸域センターホームページの改善  

 国際化にむけた取り組み（中国、ベトナム、台湾等の研究者との研究交流）  

 

 

（水準）期待される水準にある  

（判断理由）  

 評価結果にたいして着実に対応している。  

 

分析項目Ⅲ 教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説明責任

が果たされていること。（教育情報の公表）  

観点 目的（学士課程であれば学部、学科または課程ごと、大学院であれば研究科または

専攻等ごとを含む。）が適切に公表されるとともに、構成員（教職員及び学生）に周知さ

れているか。  

（観点に係る状況）  

沿岸域センターホームページには教育研究に関する多くの情報を掲載している（資料

Z-3-1-1,沿岸域センターホームページ）。トップベージのお知らせ欄においては、センター

主催の各種行事の案内などの情報を掲載している。また、毎年開催している市民公開講座

は、講義で使用した資料とは別に公開用に講義概要も掲載している。（中期計画番号 K67

～K93）  
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Z-3-1-1 教育研究活動の情報公開資料  

 

 

（出典 沿岸域環境科学教育研究センターホームページ）  

 

1 . 平成2 3 （ 2 0 1 1 ） 年度・ 公開実習予定（ 合津マリ ンステーショ ン）

(1 )「 ヤド カリの殻交換実習」 （ 合津マリ ンステーショ ン） ・ 「 干潟観察会」 （ 上天

草市永浦干潟） ・ 「 海蛍観察会」 （ 上天草市樋合海岸） を上天草市と共催で、 7～8

月に実施します（ 日時は未定） 。

「 ヤド カリ の殻交換実習」 は、 ヤド カリ の貝殻の奪い合いを簡単な実験で調べま

す。

「 干潟観察会」 は、 ハクセンシオマネキなどのカニ類の行動を観察します。

「 海蛍観察会」 は、 夜の海岸で神秘的に光る海蛍を採集します。

詳細は、 合津マリンステーショ ン（ 0 9 6 9 -5 6 -0 2 7 7 ） または天草ビジターセンター

（ 0 9 6 9 -5 6 -3 6 6 5 ） にお問い合わせ下さい。

(2 )「 公開臨海実習： 行動生態学実習」 （ 大学間単位互換実習）

8月2 3日（ 火） ～2 9日（ 月） （ 6泊7日。 合津マリ ンステーショ ンに宿泊） 。 大学

生対象。

ハクセンシオマネキとヤド カリ 類の行動生態学の講義と実習（ 野外観察、 室内実

験） を行います。

単位認定については各大学の事務で確認して下さい。

募集人員は1 2名。

な お 、 合 津 マ リ ン ス テ ー シ ョ ン ま で の 交 通 や 実 習 の 詳 細 は 、

HP（ http ://www.g eocities.jp /henm iy2 1 /） で確認できます。

2 ． 第９ 回熊本大学沿岸域環境科学教育研究センター講演会

「 沿岸域環境科学の最前線～基礎研究から保全・ 再生・ 防災まで～」

日時 2 0 1 1年3月1 9日（ 土） 　 1 3 :0 0～1 7 :0 0

会場 熊本大学工学部百周年記念館 熊本市黒髪2 -3 9 -1 （ 熊本大学黒髪南地

区）

会費 無料

開会 1 3 :0 0～1 3 :0 5

挨拶　 嶋田　 純（ 沿岸域環境科学教育研究センター長）

講演 （ 講演2 5分、 質疑5分）

・ 1 3 :1 0～1 3 :4 0 「 沿岸海域環境再生への技術体系～有明・ 八代海を例

として～」 滝川　 清（ 水・ 地圏環境科学分野 教授）

・ 1 3 :4 0～1 4 :1 0 「 熊本港沖での底泥輸送に関する現地観測」 中川　 康

之（ 沿岸域社会計画学分野　 客員准教授） 　

・ 1 4 :1 0～1 4 :4 0 「 音響システムによる有明海調査の紹介」 秋元　 和實

日本地方地質誌8 「 九州・ 沖縄地方」  (日本地質学会編集)

朝倉書店 2 6 ,0 0 0円+税

九州・ 沖縄地方における地球科学研究の最新成果が、

網羅されています。 地球科学のみならず自然環境保全・

防災・ 教育関係者にも役立つ内容です。 海洋地質の章

で、 沿岸域センタ ーの秋元和實准教授が、 有明海の学

外協力研究者の大木公彦教授 (鹿児島大学)が八代海の

底質に関する最新の研究成果を紹介しています。

月刊誌「 海洋と生物」 の「 特集： 有明海の環境変化ー現場からさ ぐる

その実態ー」 （ 1 7 3 、 Vo l.2 9 -N o .6 ）

出版： 生物研究社、 2 0 0 7年1 2月　 定価： 1 ,6 8 0円

海に関心のある県民・ 海

洋や漁業の関係者・ 行政

や教育研究機関など、 多

く の方々との交流を深め

るために、 センタ－ニュ

ースを発行しています。

センタ－からの情報だけ

でなく 皆様からのご意見や情報なども掲

載し 、 親し まれるニュース誌に育つこと

を目指しています。

むつごろう 通信創刊号～第1 0号

むつごろう 通信第1 1号～第2 0号 

沿岸域環境科学教育研究

センターおよび熊本県水

産研究センタ ー教職員

は、 「 環境教育」 の一環

として、 市民公開講座を

しています。 講義では沿

岸域の生物・ 環境に関す

る最新の研究成果をわかり やすく 解説

し 、 干潟沿岸域の環境の保全創造につい

て受講者と共に考えています。 有明海の

見学・ 実習ツアーも実施されます。

市民講座第1回～第5回

市民講座第6回～第1 0回

市民講座第1 1回～第1 5回 

海洋汚染の原因を探るた

めには、 多様な海洋調査

による現状の把握と環境

の経年変化の把握が不可

欠です。 今回、 3名の研

究者をお招きして、 最近

の有明海・ 八代海の環境

変化について、 ご講演いただきます。

沿岸域センター講演会第1回～第5回

Hom e 当センターについて 教育・ 研究内容 合津マリンステーショ ン Eng lish  Site
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（水準）期待される水準にある  

（判断理由）広く周知している。  

 

 

観点 入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針が適切に公表・周知

されているか。  

（観点に係る状況）  

合津マリンステーションでは、多くの学生実習が行われるが、沿岸域センターホームペー

ジにはこれらの授業に関する情報も掲載している。（中期計画番号 K67～K93）  

 

 

 

（水準）期待される水準にある。  

（判断理由）広く周知されている。  

 

 

観点 教育研究活動等についての情報（学校教育法施行規則第 172 条に規定される事項を

含む。）が公表されているか。  

（観点に係る状況）  

 沿岸域研究センター年報では、センター教員の指導学生の活動成果（学会発表、発表論文）

も掲載している。また、教員の担当した講義や実習についても掲載されている。（中期計

画番号 K67～K93）  

 

 

 

 

資料 Z-3-1-2 教育に関する情報提供  

(出典 沿岸域センターホームページ）  

1 . 平成2 3 （ 2 0 1 1 ） 年度・ 公開実習予定（ 合津マリ ンステーショ ン）

(1 )「 ヤド カリの殻交換実習」 （ 合津マリンステーショ ン） ・ 「 干潟観察会」 （ 上天

草市永浦干潟） ・ 「 海蛍観察会」 （ 上天草市樋合海岸） を上天草市と共催で、 7～8

月に実施します（ 日時は未定） 。

「 ヤド カリ の殻交換実習」 は、 ヤド カリ の貝殻の奪い合いを簡単な実験で調べま

す。

「 干潟観察会」 は、 ハクセンシオマネキなどのカニ類の行動を観察します。

「 海蛍観察会」 は、 夜の海岸で神秘的に光る海蛍を採集します。

詳細は、 合津マリンステーショ ン（ 0 9 6 9 -5 6 -0 2 7 7 ） または天草ビジターセンター

（ 0 9 6 9 -5 6 -3 6 6 5 ） にお問い合わせ下さい。

(2 )「 公開臨海実習： 行動生態学実習」 （ 大学間単位互換実習）

8月2 3日（ 火） ～2 9日（ 月） （ 6泊7日。 合津マリ ンステーショ ンに宿泊） 。 大学

生対象。

ハクセンシオマネキと ヤド カリ 類の行動生態学の講義と実習（ 野外観察、 室内実

験） を行います。

単位認定については各大学の事務で確認して下さい。

募集人員は1 2名。

な お 、 合 津 マ リ ン ス テ ー シ ョ ン ま で の 交 通 や 実 習 の 詳 細 は 、

HP（ http ://www .g eocities.jp /henm iy2 1 /） で確認できます。

2 ． 第９ 回熊本大学沿岸域環境科学教育研究センター講演会

「 沿岸域環境科学の最前線～基礎研究から保全・ 再生・ 防災まで～」

日時 2 0 1 1年3月1 9日（ 土） 　 1 3 :0 0～1 7 :0 0

会場 熊本大学工学部百周年記念館 熊本市黒髪2 -3 9 -1 （ 熊本大学黒髪南地

区）

会費 無料

開会 1 3 :0 0～1 3 :0 5

挨拶　 嶋田　 純（ 沿岸域環境科学教育研究センター長）

講演 （ 講演2 5分、 質疑5分）

・ 1 3 :1 0～1 3 :4 0 「 沿岸海域環境再生への技術体系～有明・ 八代海を例

として～」 滝川　 清（ 水・ 地圏環境科学分野 教授）

・ 1 3 :4 0～1 4 :1 0 「 熊本港沖での底泥輸送に関する現地観測」 中川　 康

之（ 沿岸域社会計画学分野　 客員准教授） 　

・ 1 4 :1 0～1 4 :4 0 「 音響システムによる有明海調査の紹介」 秋元　 和實

日本地方地質誌8 「 九州・ 沖縄地方」  (日本地質学会編集)

朝倉書店 2 6 ,0 0 0円+税

九州・ 沖縄地方における地球科学研究の最新成果が、

網羅されています。 地球科学のみならず自然環境保全・

防災・ 教育関係者にも役立つ内容です。 海洋地質の章

で、 沿岸域センターの秋元和實准教授が、 有明海の学

外協力研究者の大木公彦教授 (鹿児島大学)が八代海の

底質に関する最新の研究成果を紹介しています。

月刊誌「 海洋と生物」 の「 特集： 有明海の環境変化ー現場からさ ぐる

その実態ー」 （ 1 7 3 、 Vo l.2 9 -N o .6 ）

出版： 生物研究社、 2 0 0 7年1 2月　 定価： 1 ,6 8 0円

海に関心のある県民・ 海

洋や漁業の関係者・ 行政

や教育研究機関など、 多

く の方々との交流を深め

るために、 センタ－ニュ

ースを発行しています。

センタ－からの情報だけ

でなく 皆様からのご意見や情報なども掲

載し 、 親し まれるニュース誌に育つこと

を目指しています。

むつごろう 通信創刊号～第1 0号

むつごろう 通信第1 1号～第2 0号 

沿岸域環境科学教育研究

センターおよび熊本県水

産研究センタ ー教職員

は、 「 環境教育」 の一環

として、 市民公開講座を

しています。 講義では沿

岸域の生物・ 環境に関す

る最新の研究成果をわかり やすく 解説

し 、 干潟沿岸域の環境の保全創造につい

て受講者と共に考えています。 有明海の

見学・ 実習ツアーも実施されます。

市民講座第1回～第5回

市民講座第6回～第1 0回

市民講座第1 1回～第1 5回 

海洋汚染の原因を探るた

めには、 多様な海洋調査

による現状の把握と環境

の経年変化の把握が不可

欠です。 今回、 3名の研

究者をお招きして、 最近

の有明海・ 八代海の環境

変化について、 ご講演いただきます。

沿岸域センター講演会第1回～第5回

Hom e 当センターについて 教育・ 研究内容 合津マリンステーショ ン Eng lish  Site
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（水準）期待される水準にある  

（判断理由）  

広く周知されている。  

 

 

資料 Z-3-1-3 センター教員の指導学生、講義  

（出典 2012 年度  沿岸域センター年報）  
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分析項目Ⅵ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効に活用

されていること。（施設・設備）  

 

観点 教育研究活動を展開する上で必要な施設・設備が整備され、有効に活用されている

か。また、施設・設備における耐震化、バリアフリー化、安全・防犯面について、それぞ

れ配慮がなされているか。  

（観点に係る状況）  

合津マリンステーションでは教育研究と臨海実習が行われている。２つの実習室のうち、

１つは海産動物の一時的な飼育が行われ、水槽が設置されている。もう１つは講義や顕微

鏡を用いた実習などが行われる。臨海実習は春休み、あるいは夏休みを利用して実施され、

小中学生、高校生、大学生、大学院生、社会人を対象にしたものなど各種のコースがある。

実習は泊まり込みで行われることが多く、そのため宿泊施設も整備されている。設備のお

ける安全・防犯面については学内予算およびセンター独自予算により改善を行われている。

また、平成 25 年度には宿泊棟の大幅改修が行われた。また、研究活動の拠点としても活

用されおり、採集調査船のドルフィン II 世号（9.7 トン）は巡航速度 18 ノット、定員 30

名で、調査研究と実習に活用されている。なお、平成 26 年には老朽化した調査船ドルフ

ィン II 世号に代わり、あらたに高性能の調査船スーパードルフィン号が設置された。  

 

 

Z1-1-4-1 合津マリンステーションに利用状況（研究者の来泊）  

  H２１  H２２  H２３  H２４  H２５  

研究  
件数  13 30 37 25 10 

総数  35 60 118 71 １６（調査中） 

学生実習  
件数  15 17 18 15 15 

学生数  302 400 434 413 350 

（出典 沿岸域センター年報 2110~2013）  

 

（水準）期待される水準を上回る  

（判断理由）  

合津マリンステーションは専任教員２名、技術職員１名と限られたスタッフの中で多くの

学生を受け入れ教育研究をおこなってきた。  

 

 

観点 教育研究活動を展開する上で必要な ICT 環境が整備され、有効に活用されている

か。  

（観点に係る状況）  

（水準）該当なし  

（判断理由）  

 

観点 図書館が整備され、図書、学術雑誌、視聴覚資料、その他の教育研究上必要な資料

が系統的に収集、整理されており、有効に活用されているか。  

（観点に係る状況）  

（水準）該当なし  

（判断理由）  

 

観点 自主学習環境が十分に整備され、効果的に利用されているか。  

（観点に係る状況）  
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（水準）該当なし  

（判断理由）  

 

４． 質の向上度の分析及び判定  

（１） 分析項目Ⅰ 管理運営体制及び事務組織が適切に整備され機能していること。  

 

重要な質の変化あり。改善、向上している。  

 

事務組織の改革にともない、職員数と事務職員の所掌事項が対応しておらず多大の負担

がかかっている。しかし、センター教員の活動は高いレベルを維持しているか、平成 20

年度よりも高まっている。また、海外との交流活動も増えてきている。外部資金により非

常勤職員を雇用するなどにより教職員の負担分は補われていることから、管理運営体制の

質は向上していると判断される。  

 

 

（２） 分析項目Ⅱ 活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているととも

に、継続的に改善するための体制が整備され、機能していること。  

 

改善、向上している  

 

組織評価後も毎年、沿岸域センター年報を作成し自己点検・評価を行ってきた。  

沿岸域環境科学教育研究センター教員会議では、次年度の活動方針が議論されてきた。

管理運営の改善策は沿岸域環境科学教育研究センター運営会議で審議されてきた。平成 19

時点での課題としては、センター本体の教育研究スペースの確保，教員組織の充実，教育

研究設備の充実，合津マリンステーションの施設整備や老朽化対策などがあげられるが、

平成２６年３月時点で、教員組織の充実以外は改善が行われている。  

 

 

沿岸域環境科学教育研究センター教員会議や沿岸域環境科学教育研究センター運営会議

では，自己評価資料をもとに管理運営の改善策が議論されていることから評価結果はフィ

ードバックされ，管理運営の改善に活用されていると判断された  

 

 

 

（３） 分析項目Ⅲ 教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説

明責任が果たされていること。（教育情報の公表）  

 

質を維持している  

 

毎年発行するセンター報の他に，適時更新する沿岸域センターホームページ，年２回発

行するむつごろう通信，年１回センター講演会などセンターの活動状況は適切に公表され

ており，説明責任は果たせていると判断される。  

 

 

 

 

（４） 分析項目Ⅳ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効

に活用されていること。（施設・設備）  
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沿岸域センターに整備された設備・機器は年度ごとに沿岸域センター年報に掲載し、学

内外の関連する研究者にも周知され、有効利用が計られているから、教育研究に対応した

施設・設備の質は改善、向上していると判断される。  

 

整備された設備・機器等  

年度  機器名  設置場所  備考  

H20 

ドラフトチャンバー  合津マリンステーション  補正予算  

双眼実体顕微鏡  理学部２号館 C219  

ニコン実習用顕微鏡  合津マリンステーション   

日立卓上顕微鏡  合津マリンステーション   

デジタルマイクロスコープ  理学部２号館 C219  

海底堆積物の物理化学組成自動

分析装置  

黒髪共用３ 多目的研究室   

CN コーダーオートサンプラー  黒髪共用３  多目的研究室   

微小生物微粒子形状教示検討用

装置  

 

理学部２号館 C219  

生物生息環境音響解析室  南地区食堂横プレハブ   

H21 

生物生息環境音響解析システム  生物生息環境音響解析室  補正予算  

生物顕微鏡  合津マリンステーション   

循環式海水冷却装置  合津マリンステーション   

木製作業台  生物生息環境音響解析室   

ワークステーション  工学部１号館 A305  

定温恒温乾燥器  合津マリンステーション   

TVOC モニター  理学部１号館 C323  

H22 

レーザ回折散乱式粒子径分布測

定装置  

黒髪共用３ 多目的研究室  特別経費  

採水器  合津マリンステーション   

採泥器  黒髪共用３ 多目的研究室   

デジタル土壌硬度計  黒髪共用３ 多目的研究室   

H23 

遠隔操作型海底面目視観測装置  生物生息環境音響解析室   

海底面形状観測装置  生物生息環境音響解析室   

超音波層流・乱流観測装置  生物生息環境音響解析室   

リアルタイム PCR 装置  植物分子生物学実験室   

一体型カラーカメラ  合津マリンステーション   
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